様式1

年　　　月　　　日

　宮崎市長　　清山　知憲　殿

所在地

法人・団体名

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

参加申込書兼誓約書
　当法人は、「第五次宮崎市地域福祉計画策定支援業務公募型プロポーザル」への参加を申し込みます。なお、参加申込みに当たり、下記応募資格を満たしていること及び添付書類の記載事項については、事実と相違ないことを制約します。

1. 参加資格

(１)
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項（一般競争入札の参加者の資格）に該当する者でないこと。

(２)
民間企業、特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）に基づく特定非営利活動法人またはその他の法人であって、委託事業を適切に遂行するに足る能力を有する者であること。

(３)
宮崎市競争入札参加資格者名簿において、物品、清掃等に登載されている者にあっては、公告の日から審査結果の通知の日までの期間に宮崎市物品売買等の契約に係る指名停止等の措置に関する要綱（平成８年告示第１９号）に基づく競争入札参加停止の措置を受けていないこと。

(４)
宮崎市税及び国税について滞納がないこと。

(５)
会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て、または民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続き開始の申立ての事実がある者にあっては、当該手続開始後、それぞれ裁判所の更生計画認可または再生計画認可の決定を受けていること。

(６)
法人または代表者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）第３条または第８条第１号に違反するとして、公正取引委員会または関係機関に認定された日から２年を経過しない者でないこと。

(７)
法人の代表者等（非常勤を含む役員及び経営に事実上参加している者）が①暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に掲げるもの。以下同じ。）関係者でない②暴力団関係者を使用していない③暴力団関係者に対して、金銭、物品その他財産上の利益を与えていない④暴力団関係者と交際等を有していないこと。

(８)
令和元年度以降に、国や地方公共団体又はその他の公共団体で類似業務の実績があること。

2. 添付書類

1 納税地を管轄する税務署が発行する納税証明書（発行日から３か月以内、写し可）

2 宮崎市税に係る納税証明書（発行日から３か月以内、写し可）

3 商業登記事項証明書（発行日から３か月以内、写し可）

4 暴力団排除に関する誓約書兼同意書（様式２）

5 契約実績を証明する書類（契約書等、写し可）

担当部署　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

担 当 者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号

Ｍａｉｌ

